
◎地方自治法の一部を改正する法律 
（令和五年五月八日法律第一九号）   

一、 提案理由（令和五年四月六日・衆議院総務委員会） 

○松本国務大臣 地方自治法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び

内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、地方制度調査会の答申等を踏まえ、地方議会の活性化並びに地方公共

団体の運営の合理化及び適正化を図るため、所要の措置を講ずるものです。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一は、地方議会の役割及び議員の職務等の明確化等に関する事項であります。 

 まず、地方議会の役割及び議員の職務等に関し、議事機関として住民が選挙した議員

をもって組織されるという議会の位置づけのほか、議会は、地方自治法の定めるところ

により、地方公共団体の重要な意思決定に関する事件を議決する等の権限を行使するこ

と、また、議員は、議会の権限の適切な行使に資するため、住民の負託を受け、誠実に

その職務を行わなければならないことを法律上明確化することとしております。 

 また、住民から議会への請願書の提出や議会から国会への意見書の提出等、議会が関

わる法令上の手続で書面により行うことが求められているものについて、オンラインに

より行うことができることとしております。 

 第二は、会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給に関する事項であります。 

 地方公共団体は、会計年度任用職員に対し、国の非常勤職員の取扱いとの均衡及び適

正な処遇の確保の観点から、勤勉手当を支給することができることとしております。 

 第三は、公金事務の私人への委託に関する制度の見直しに関する事項であります。 

 原則として全ての歳入等の収納事務について、地方公共団体の長の判断により、私人

への委託を可能とするとともに、適正な公金の取扱いを確保するため、地方公共団体か

ら公金事務の委託を受けた者に対する監督、再委託の場合のルール等に係る規定を整備

することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（令和五年四月一八日） 

○浮島智子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、地方議会の活性化並びに地方公共団体の運営の合理化及び適正化を図るため、

地方議会の役割及び議員の職務の明確化等を行うとともに、会計年度任用職員に対する

勤勉手当の支給を可能とする規定の整備、公金事務の私人への委託に関する制度の見直

し等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月五日本委員会に付託され、翌六日松本総務大臣から趣旨の説明を聴

取し、十三日、質疑を行い、これを終局いたしました。翌十四日、討論を行い、採決い



たしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月一四日） 

政府は、本法施行に当たり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用に万全を

期すべきである。 

一 多様な住民が地方議会に関わる機会の拡大及び議会運営の合理化を図るため、現行

の議会の在り方に加え、議会に係る手続のオンライン化を可能とした趣旨も踏まえ、

議会におけるデジタル技術を活用した取組に関し、必要な助言を行うとともに、技術

的・財政的な支援についても検討を行うこと。 

二 多様な人材が地方議会に参画できる環境を整備することの重要性に鑑み、各議会に

おいて、オンラインによる委員会を円滑に開催することができるよう、地方公共団体

に対し必要な助言を行うこと。また、オンラインによる本会議への出席を可能とする

ことについては、第三十三次地方制度調査会の答申を踏まえ、議員本人による自由な

意思表明に関し、議場と同様の環境が確保できるか等の課題について、オンラインに

よる委員会の開催上の課題等の検証を行い、国会における対応も参考としつつ丁寧に

検討を進め、その結果に基づいて必要に応じ所要の措置を講ずること。 

三 地方議会の議員の選挙において労働者がより立候補しやすくなるよう、就業規則に

おいて立候補休暇制度を設けること等について、事業主の理解を得るための取組を進

めるなど、引き続き立候補環境の整備に取り組むこと。 

四 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律や第三十三次地方制度調査会の

答申の趣旨等を踏まえ、女性や若者、育児・介護に携わる者等が議会に参画する上で

の障壁を除去するため、各議会において会議規則における育児・介護等の取扱いの明

確化やハラスメント防止等の取組が進められるよう、必要な助言を行うこと。 

五 小規模市町村において議員のなり手不足が深刻であることを踏まえ、適正な水準の

議員報酬の在り方について、各地方公共団体における検討に資するよう、取組事例の

紹介に取り組むとともに、適切に地方財政措置を講ずること。 

六 今後も人口減少の進行が見込まれていることに鑑み、本法による地方議会の役割及

び議員の職務等の明確化の趣旨を十分に周知するとともに、各地域において住民福祉

を最大限に追求することに資する議会の在り方について活発に議論がなされるよう、

必要な助言を行うこと。 

七 地方公務員の任用、勤務条件並びに福祉及び利益の保護等の適正を確保するため、

本法施行後、その施行の状況等について調査・検討を行い、その結果に基づいて必要

な措置を講ずること。その際、会計年度任用職員を始め非常勤職員の勤務条件に関し、

職務給の原則を踏まえた給与決定や業務に応じた勤務時間の適切な設定について地方

公共団体に対し適切に助言するとともに、引き続き短時間勤務の会計年度任用職員に



係る給付の在り方について検討を進めること。また、制度改正により必要となる財源

については、その確保に努めること。 

八 公金事務の私人への委託に関する制度の見直しに当たっては、適正な公金取扱いを

確保するため、指定公金事務取扱者に対する検査等が適切に実施されるよう、地方公

共団体に対して必要な助言を行うこと。 

三、参議院総務委員長報告（令和五年四月二六日） 

○河野義博君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、地方議会の活性化並びに地方公共団体の運営の合理化及び適正化を図る

ため、地方制度調査会の答申にのっとり、地方議会の役割及び議員の職務等の明確化等

を行うとともに、会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給を可能とする規定の整備、

公金事務の私人への委託に関する制度の見直し等の措置を講ずるほか、所要の規定の整

備を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、地方議会の役割及び議員の職務等の明確化による効果並びに

議員のなり手不足対策、地方議会に係る手続のオンライン化への対応、勤勉手当の支給

を始めとする会計年度任用職員の処遇改善の重要性、公金事務の私人への委託制度の見

直しとオンライン納付の今後の在り方等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して伊藤岳委員より反対

する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月二五日） 

政府は、本法施行に当たり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用に万全を

期すべきである。 

一、多様な人材が参画し住民に開かれた地方議会の実現が重要であることを踏まえ、本

法による地方議会の役割及び議員の職務等の明確化の趣旨を十分に周知するとともに、

各地域において住民福祉を最大限に追求することに資する議会の在り方について活発

に議論がなされるよう、必要な助言を行うこと。 

二、多様な住民が地方議会に関わる機会の拡大並びに議会運営の活性化及び合理化を図

るため、現行の議会の在り方に加え、議会に係る手続のオンライン化を可能とした趣

旨も踏まえ、議会におけるデジタル技術を活用した取組に関し、必要な助言を行うと

ともに、技術的・財政的な支援についても検討を行うこと。 

三、多様な人材が地方議会に参画できる環境を整備することの重要性に鑑み、各議会に

おいて、オンラインによる委員会を円滑に開催することができるよう、地方公共団体



に対し必要な助言を行うこと。また、オンラインによる本会議への出席を可能とする

ことについては、第三十三次地方制度調査会の答申を踏まえ、議員本人による自由な

意思表明に関し、議場と同様の環境が確保できるか等の課題について、オンラインに

よる委員会の開催上の課題等の検証を行い、国会における対応も参考としつつ丁寧に

検討を進め、その結果に基づいて必要に応じ所要の措置を講ずること。 

四、地方議会の議員の選挙において労働者がより立候補しやすくなるよう、就業規則に

おいて立候補休暇制度を設けること等について、事業主の理解を得るための取組を進

めるなど、引き続き立候補環境の整備に取り組むこと。 

五、政治分野における男女共同参画の推進に関する法律や第三十三次地方制度調査会の

答申の趣旨等を踏まえ、女性や若者、育児・介護に携わる者等が議会に参画する上で

の障壁を除去するための社会的な環境整備に取り組むこと。また、地方議会において

会議規則における育児・介護等の取扱いの明確化やハラスメント防止等の取組が進め

られるよう、必要な助言を行うこと。 

六、小規模市町村において議員のなり手不足が深刻であることを踏まえ、適正な水準の

議員報酬の在り方について、各地方公共団体における検討に資するよう、取組事例の

紹介に取り組むとともに、適切に地方財政措置を講ずること。 

七、歯止めのかからない投票率の低下は民主主義の危機であるという立場から、投票率

の向上のため、特に若年層の政治に対する関心を高めるための教育等の充実・強化を

図るとともに、高齢者等の移動手段の確保や期日前投票の利便性の向上等あらゆる施

策を講ずること。 

八、地方公務員の任用、勤務条件並びに福祉及び利益の保護等の適正を確保するため、

本法施行後、その施行の状況等について調査を行い、その結果に基づいて必要な措置

を講ずること。 

九、会計年度任用職員を始めとする非常勤職員が地方公共団体の行政運営において重要

な役割を果たしていることを踏まえ、当該職員の任用や処遇について、適切な措置が

講じられるよう地方公共団体に対する助言を行うこと。 

十、会計年度任用職員の勤勉手当の支給について、令和六年度から、全ての地方公共団

体において支給が開始されるよう努めること。また、制度改正により必要となる財源

については、その確保に努めること。 

十一、会計年度任用職員の期末手当・勤勉手当の支給については、国家公務員の非常勤

職員との均衡から、期末手当及び勤勉手当のいずれをも支給することが基本であるこ

とを地方公共団体に対して周知すること。 

十二、会計年度任用職員の勤勉手当の支給について、常勤職員の取扱いとの権衡を踏ま

え適切に支給するとともに、単に財政上の制約のみを理由として、当該手当支給によ

る給与増額分を月例給又は期末手当より減額することがないよう、地方公共団体への

助言を行うこと。 



十三、引き続き、常勤職員の給与との権衡及び国家公務員の非常勤職員の給与との均衡

を踏まえ、会計年度任用職員の処遇の改善に努めること。 

十四、公金事務の私人への委託について、原則として全ての歳入等の収納事務を地方公

共団体の長の判断で私人への委託を可能とすることに関して、その効果や実務上生ず

る課題等を踏まえ、取扱上の責任の明確化や公正の確保等公金の取扱いの適正を確保

する観点から必要な助言を行うこと。 

十五、地方自治法の趣旨に鑑み、受託者及び再委託者における適正な収納事務を確保す

るため、指定公金事務取扱者に対する検査等の適切な実施とともに、納入者のプライ

バシー保護に万全を期すよう、地方公共団体への助言を行うこと。 

  右決議する。 

  

 


